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は じ め に 

１．策定の趣旨 

 本市では、「まち・ひと・しごと創生法」第 10 条に基づき、平成 27 年 12 月に「和

泉市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下、「第１期総合戦略」という。）を策定し、

地方創生に向けた取組みを推進してきました。 

 第１期総合戦略は、令和２年度をもって計画期間が終了となりますが、国の「まち・

ひと・しごと創生基本方針 2019」において、各地方公共団体に対し、国の「第２期総

合戦略」を勘案し、地方創生の切れ目のない取組みを進めるため、現行の総合戦略を検

証のうえ、次期「地方版総合戦略」の策定を求めており、本市においても、地方創生の

取組みを引き続き推進するため、「第２期和泉市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以

下、「第２期総合戦略」という。）を策定するものです。 

 

 

２．第２期総合戦略の期間 

 

 第２期総合戦略の期間は、令和３年度を初年度とし、令和７年度までの５年間としま

す。 

 

（第５次和泉市総合計画と和泉市まち・ひと・しごと創生総合戦略の計画期間） 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ2年度 Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度

第５次和泉市総合計画

第１期総合戦略

第２期総合戦略
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第１章  策定の背景 

 【第１節】 第１期総合戦略の総括  

（１）第１期総合戦略に掲げる「数値目標」及び「ＫＰＩ（重要業績評価指標）」の達成状況 

第１期総合戦略では、９つの『基本目標』を設定し、その実現に向け「数値目標」と「Ｋ

ＰＩ」の２種類の目標値を掲げ、地方創生にかかる取組みを推進してきました。 

『基本目標』ごとの目標値の達成度等については、次のとおりです。 

 

【基本目標Ⅰ】 「結婚・出産・子育て」に夢や希望が持てる環境づくり 

＜数値目標の達成度＞ 

指  標 
基準値 

（Ｈ26 年度） 

実績値 

（Ｈ30 年度） 
数値目標 

（Ｒ元年度） 
達成率 

合計特殊出生率 
1.37 

（Ｈ25 年度） 
1.27 1.6 0.0% 

安心して子育てができる環境が整っている

と思う市民の割合 

41.8% 

（Ｈ25 年度） 
55.2% 50.0% 100.0% 

社会動態（転入者数－転出者数） ＋１人 ＋353人 均衡 100.0% 

 

＜ＫＰＩの達成度＞ 

基本的方向 指  標 
基準値 

（Ｈ26 年度） 

実績値 

（Ｈ30 年度） 
目標値 

（Ｒ元年度） 
達成率 

(1)結婚・出

産の希望を

かなえる環

境づくり 

観光カップリングツアーの年

間参加者数 
30人 29人 80人 0.0% 

転入を促進するための取組み

数 
－ １件 ３件 33.3% 

妊婦健康診査の利用率 88.0% 84.8% 90.0% 0.0% 

(2)子ども

たちの健や

かな発育の

支援 

乳幼児健康診査受診率 

（４か月児、１歳６か月児、

３歳６か月児健康診査） 

93.0% 94.6% 94.0% 100.0% 

日本脳炎、ＢＣＧ、麻しん・

風しんの接種率 
91.0% 95.7% 93.0% 100.0% 

こども医療費助成の拡大 

（通院）小学3

年生まで 

（入院）中学3

年生まで 

（通院）中学3

年生まで 

（入院）中学３

年生まで 

（通院）中学3

年生まで 

（入院）中学３

年生まで 

100.0% 

子育て支援総合案内窓口の設

置 
－ １か所 １か所 100.0% 

年間保健指導数 11,174 件 13,707 件 11,600 件 100.0% 

(3)子育て

と仕事の両

立支援体制

の充実 

保育所等入所待機児童数 29人 44人 0 人 0.0% 

留守家庭児童会の待機児童数 0 人 0 人 0 人 100.0% 

 

＜達成度を踏まえた総括＞ 

○「こども医療費助成の拡大」や「乳幼児健康診査の受診率向上」など、ＫＰＩに掲げた取

組みを積極的に推進してきたことが、数値目標である「安心して子育てができる環境が整

っていると思う市民の割合」の増加に繋がっているものと考えます。 

○一方、「合計特殊出生率」については下降しました。これまでの本市の「合計特殊出生率」

は、大きく上下する傾向があるため、継続的な上昇傾向を実現するには、相当の期間を要

すると考えられ、取組みの充実を図りながら継続することが重要であると考えます。 
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○「社会動態」については、トリヴェール和泉への入居者数が堅調に増加していることか

ら、転入超過となっています。 

○「保育所等入所待機児童数」については、民間認定こども園の新設や建て替えの支援に

積極的に取り組み、平成 31 年４月の保育定員は、平成 26 年４月と比較して 437 人増加

したものの、共働き世帯の増加による保育ニーズの高まり等により、待機児童の解消に

は至っていません。 

 

 

【基本目標Ⅱ】 一人ひとりが輝くための生きがいづくり支援 

＜数値目標の達成度＞ 

指  標 
基準値 

（Ｈ26 年度） 

実績値 

（Ｈ30 年度） 
数値目標 

（Ｒ元年度） 
達成率 

和泉市人材データバンクへの登録人数 32人 61人 50人 100.0% 

生涯学習の機会に親しめる環境が整ってい

ると思う市民の割合 

33.5% 

（Ｈ25 年度） 
32.8% 50.0% 0.0% 

 

＜ＫＰＩの達成度＞ 

基本的方向 指  標 
基準値 

（Ｈ26 年度） 

実績値 

（Ｈ30 年度） 
目標値 

（Ｒ元年度） 
達成率 

(1)知識・経

験を生かし

て地域に貢

献する人材

の育成 

各種生涯学習講座等の年間参

加者数（和泉市コミュニティ

センター、和泉シティプラザ、

和泉市生涯学習サポート館、

和泉市立青少年の家） 

40,034 人 43,979 人 44,000 人 99.5% 

いずみ市民大学における年間

受講者数 
－ 625 人 650 人 96.2% 

成人教室の年間修了者数 102 人 38人 140 人 0.0% 

図書館年間入館者数 908,576 人 961,786 人 937,000 人 100.0% 

 

＜達成度を踏まえた総括＞ 

○平成 28年度に「教養学部」と「まちづくり学部」で構成する『いずみ市民大学』を開設

し、年間受講者数は、概ね目標を達成できています。その結果、地域で活動する「和泉

市人材データバンク」の登録人数は目標値を上回るなど、生涯学習の輪を広げることが

できています。 

○しかしながら、「生涯学習の機会に親しめる環境が整っていると思う市民の割合」を向

上させるまでには至っておらず、引き続き、取組みの充実を図ることが必要です。 

 

 

【基本目標Ⅲ】 健康寿命の延伸をめざした健康づくりの推進 

＜数値目標の達成度＞ 

指  標 
基準値 

（Ｈ26 年度） 

実績値 

（Ｈ30 年度） 
数値目標 

（Ｒ元年度） 
達成率 

国民健康保険にかかる医療費の総額に占め

る生活習慣病にかかる医療費の割合 
34.7％ 32.8％ 30.0％ 40.4% 

要介護認定を受けていない後期高齢者の割

合 
68.2％ 68.4％ 70.0％ 11.1% 
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＜ＫＰＩの達成度＞ 

基本的方向 指  標 
基準値 

（Ｈ26 年度） 

実績値 

（Ｈ30 年度） 
目標値 

（Ｒ元年度） 
達成率 

(1)定期的

な健康チェ

ックの推進 

がん検診受診率（胃がん、肺

がん、大腸がん、子宮がん、

乳がん） 

19.3％ 21.8％ 32.0％ 19.7％ 

メタボリックシンドローム

（内臓脂肪症候群）該当者及

び予備群の割合 

29.0％ 30.0％ 27.0％ 0.0％ 

「ヘルスアップサポーターい

ずみ」の年間地域活動回数 
1,137 回 1,981 回 1,380 回 100.0% 

(2)元気に

生涯活躍で

きる環境づ

くりの推進 

住民自主グループによる介護

予防体操参加者数 
－ 1,425 人 2,278 人 62.6% 

認知症予防教室の参加者数 78人 287 人 525 人 46.8% 

老人クラブの登録者数 14,536 人 13,408 人 17,924 人 0.0％ 

 

＜達成度を踏まえた総括＞ 

○特定健康診査の受診率は向上（平成 26 年度 36.9％ ⇒ 平成 30 年度 39.7％）している

ものの、「メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の割合」を引き下げるまでに

は至っていません。今後、地域で健康づくりを推進する健康づくりボランティア「ヘル

スアップサポーターいずみ」の積極的な活動を通じて、市民の健康意識の醸成を図りつ

つ、がん検診や特定健康診査の効果的な受診勧奨に努めるとともに、メタボリックシン

ドロームの該当者等への特定保健指導について、効果的な利用勧奨とさらなる内容の充

実に取り組みます。 

○介護予防等にかかる取組みについては、目標値には達しなかったものの、福祉等の関係

機関との連携により参加者数は増加傾向にあり、広がりをみせています。なお、老人ク

ラブの登録者数については減少傾向にあるものの、高齢者の自主的な活動を継続的に支

援することが必要です。 

○「数値目標」に掲げた２項目については、目標値には至りませんでしたが、少しずつ取

組みの効果が現れているものと考えられ、がん検診等の受診率向上や介護予防の推進な

ど、健康寿命の延伸に向け、粘り強く取り組むことが必要です。 

 

【基本目標Ⅳ】 活力ある地域産業の実現と地域雇用の創出 

＜数値目標の達成度＞ 

指  標 
基準値 

（Ｈ26 年度） 

実績値 

（Ｈ30 年度） 
数値目標 

（Ｒ元年度） 
達成率 

新技術、新製品事業化の延べ件数 － 3 件 2 件 100.0% 

創業セミナーの受講者による商店街におけ

る創業件数 
４件 ７件 6 件 100.0% 

年間新規就農者数 ５人 1 人 6 人 0.0％ 

和泉市就職情報フェア、和泉市無料職業紹介

における就職者数 

（平成 27 年度～令和元年度） 

－ 542 人 570 人 95.1％ 

市内の商工業に活力があると感じる市民の

割合 

19.3% 

（Ｈ25 年度） 
23.8％ 25.0％ 78.9％ 

市内の農林業に活力があると感じる市民の

割合 

16.8% 

（Ｈ25 年度） 
19.7％ 25.0％ 35.4％ 
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＜ＫＰＩの達成度＞ 

基本的方向 指  標 
基準値 

（Ｈ26 年度） 

実績値 

（Ｈ30 年度） 
目標値 

（Ｒ元年度） 
達成率 

(1)ものづ

くり産業の

振興 

国等のものづくり補助金採択

の延べ件数 
－ 0 件 4 件 0.0% 

新技術、新製品事業化に向け

た連携研究の延べ件数 
2 件 8 件 22件 30.0% 

(2)商店街

活性化と産

業集積によ

る地域の賑

わいの創出 

創業セミナーの延べ受講者数 92件 390 件 500 件 73.0% 

商店街加入店舗数 177 件 373 件 177 件 100.0% 

テクノステージ和泉における

企業の立地割合 
100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0% 

トリヴェール和泉西部地区に

おける企業の立地割合 
63.6% 100.0% 90.0% 100.0% 

(3)産業と

して成立す

る農林業の

確立 

道の駅における生鮮農産物の

年間販売額 
94,240千円 100,322千円 104,000千円 62.3% 

道の駅における加工品の年間

販売額 
42,712 千円 34,237 千円 47,000 千円 0.0% 

農業体験交流施設の年間利用

者数 
31,500 人 41,527 人 35,000 人 100.0% 

森林経営計画に基づくいずも

くの年間搬出材積 
689㎥ 0㎥ 750㎥ 0.0% 

(4)安定し

た雇用の創

出と次代の

担い手の育

成 

大学等と連携した中小企業の

ための個別相談の延べ件数 
3 件 15件 20件 70.6% 

認定農業者数 77人 76人 85人 0.0% 

和泉市就職情報フェアの年間

就職者数 
28人 16人 38人 0.0% 

和泉市無料職業紹介センター

における年間就職者数 
65人 103 人 90人 100.0% 

 

＜達成度を踏まえた総括＞ 

○商工業については、「テクノステージ和泉」及び「トリヴェール和泉西部地区」の企業

立地割合がいずれも 100％となったほか、新たな商店街組合が結成されたことに伴い、国

の地方創生関連交付金を活用したイルミネーション等の各種イベントの開催に取り組ん

だことにより、企業や商店の集積が進み、まちの賑わいが創出されたことで、「市内の

商工業に活力があると感じる市民の割合」が上昇したものと考えます。 

○農林業については、地方創生関連交付金を活用し、６次産業化（農業経営者が農産物の

生産から加工・販売等を一体的に行う事業形態）の促進に向けた環境整備や担い手の育

成等に取り組んだほか、市内産木材のブランド化を推進したものの、現時点においては、

数値目標やＫＰＩを十分に押し上げるまでには至りませんでした。今後においても、取

組みの充実や見直しを図りつつ、農林業の活性化に向けた取組みの推進が必要です。 

○就労支援については、近年の有効求人倍率の上昇やインターネット等による求人情報の

取得手段の多様化により、相談者数は減少傾向にあるものの、数値目標やＫＰＩは概ね

目標を達成することができました。今後においても、取組みの充実を図り、安心して働

くことができる環境整備を進めます。 
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【基本目標Ⅴ】 新旧の魅力が融合する観光の振興 

＜数値目標の達成度＞ 

指  標 
基準値 

（Ｈ22 年度） 

実績値 

（Ｈ30 年度） 
数値目標 

（Ｒ元年度） 
達成率 

年間観光客数 949,029人 1,362,431 人 1,600,000 人 63.5% 

 

＜ＫＰＩの達成度＞ 

基本的方向 指  標 
基準値 

（Ｈ26 年度） 

実績値 

（Ｈ30 年度） 
目標値 

（Ｒ元年度） 
達成率 

(1)地域資

源を活用し

た観光産業

の振興 

いずみの国観光おもてなし処

の年間来館者数 
7,825 人 20,386 人 16,000 人 100.0% 

国史跡池上曽根史跡公園、国

史跡和泉黄金塚古墳ほか府、

市史跡の年間来訪者数 

118,000 人 85,775 人 160,000 人 0.0％ 

いずみの国観光おもてなし処

の外国人年間来館者数 
73人 91人 140 人 26.9% 

モニターツアーの実施延べ回

数 
－ 16回 20回 80.0% 

(2) 新たな

魅力づくり

とまちのブ

ランド化の

促進 

宿泊施設の延べ誘致数 － 1 件 3 件 33.3% 

久保惣記念美術館の年間来館

者数 
24,770 人 32,639 人 29,000 人 100.0% 

南部リージョンセンター道の

駅年間利用者数 
154,505 人 145,098 人 177,000 人 0.0％ 

 

＜達成度を踏まえた総括＞ 

○観光施策については、平成 28年２月に策定した「和泉市観光振興戦略プラン」に基づき、

和泉市久保惣記念美術館を中心に概ね半径約２km 圏内を『和泉・久保惣ミュージアムタ

ウン』と位置づけ、「美術館のあるまち」としてブランド化を図るべく、地方創生関連

交付金を活用し、パブリックアートの設置や各種イベントの開催等の取組みを推進して

きました。 

○その結果、和泉・久保惣ミュージアムタウンエリア内の主要施設への来訪者数や数値目

標である「年間観光客数」は増加しましたが、「年間観光客数」の目標値を上回ること

はできませんでした。 

   （参考）和泉・久保惣ミュージアムタウンエリア内の主要施設への来訪者数 

       平成 27年度 413,220 人 ⇒ 平成 30 年度 432,266 人 

○今後、さらなる来訪促進を図るためには、池上曽根史跡公園をはじめとする観光資源と

なりうるものを最大限に活用しつつ、観光施設を周遊できる仕組みの構築に向けて取り

組むことが必要です。 
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【基本目標Ⅵ】 住み慣れた地域で安心して暮らすことができる仕組みづくり 

＜数値目標の達成度＞ 

指  標 
基準値 

（Ｈ26 年度） 

実績値 

（Ｈ30 年度） 
数値目標 

（Ｒ元年度） 
達成率 

市内犯罪件数 

（街頭犯罪・強制わいせつ件数） 
1,312 件 654 件 

1,250 件 

（約5％減少） 
100.0% 

高齢者や障がい者が安心して生活できる環

境が整っていると思う市民の割合 

27.9% 

（Ｈ25 年度） 
28.7％ 50.0％ 3.6% 

 

＜ＫＰＩの達成度＞ 

基本的方向 指  標 
基準値 

（Ｈ26 年度） 

実績値 

（Ｈ30 年度） 
目標値 

（Ｒ元年度） 
達成率 

(1)支援を

必要とする

人への相談

支援体制の

充実 

地域出張型在宅医療介護セミ

ナー年間受講者数 
－ 710 人 420 人 100.0% 

障がい者基幹相談支援センタ

ーと障がい者相談支援センタ

ーの支援実人数 

1,254 人 1,274 人 2,000 人 2.7％ 

就労訓練事業・就労体験の延

べ利用者数 
－ 13人 40人 32.5% 

(2)安心し

て生活でき

る防犯体制

の整備 

防犯カメラの延べ設置台数 ６4台 444 台 300 台 100.0% 

地域見守りの年間活動日数 243 日 243 日 243 日 100.0% 

防犯教室・防犯啓発の年間活

動回数 
104 回 105 回 110 回 16.7％ 

 

＜達成度を踏まえた総括＞ 

○防犯体制の整備については、地方創生関連交付金を活用して防犯カメラの設置や小学校

ごとに防犯マップを作成したほか、地域との連携による各種活動を継続することができ

ていることもあり、全国的に犯罪件数が減少している中、本市域においても、犯罪件数

は、大幅に減少しました。 

○障がい者が福祉サービスを利用するうえで相談支援を行う「特定相談支援事業所」が増

加したことにより、障がい者基幹相談支援センター等の支援人数は、基準値から大きく

増加しませんでしたが、「特定相談支援事業所」を含む市全体の支援人数は増加してお

り、支援体制は充実しています。 

 

【基本目標Ⅶ】 災害に備える仕組みづくり 

＜数値目標の達成度＞ 

指  標 
基準値 

（Ｈ26 年度） 

実績値 

（Ｈ30 年度） 
数値目標 

（Ｒ元年度） 
達成率 

防災訓練の年間実施箇所数 14箇所 27箇所 21箇所 100.0% 

地震や台風等の災害に対する備えができて

いると思う市民の割合 

18.1% 

（Ｈ25 年度） 
24.5％ 25.0％ 92.8% 
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＜ＫＰＩの達成度＞ 

基本的方向 指  標 
基準値 

（Ｈ26 年度） 

実績値 

（Ｈ30 年度） 
目標値 

（Ｒ元年度） 
達成率 

(1)地域に

おける防災

体制の強化 

防災リーダーの認定者数 50人 224 人 100 人 100.0% 

自主防災組織の設立数 36団体 65団体 76団体 72.5％ 

支援者が避難行動要支援者名

簿を活用して活動を行ってい

る割合 

－ 41.9% 40.0% 100.0% 

多言語防災ガイド － 3 言語 3 言語 100.0% 

 

＜達成度を踏まえた総括＞ 

○近年、多発している自然災害により、市民の防災意識が高まっていることもあり、概ね

目標値を達成することができました。 

 

 

【基本目標Ⅷ】 みんなで取り組む連携・協働のまちづくり 

＜数値目標の達成度＞ 

指  標 
基準値 

（Ｈ26 年度） 

実績値 

（Ｈ30 年度） 
数値目標 

（Ｒ元年度） 
達成率 

町会連合会組織への加入率 63.0% 57.0% 66.0% 0.0% 

町会・自治会や近隣住民と十分にコミュニケ

ーションが取れていると思う市民の割合 

42.3% 

（Ｈ25 年度） 
42.4％ 50.0％ 1.3% 

 

＜ＫＰＩの達成度＞ 

基本的方向 指  標 
基準値 

（Ｈ26 年度） 

実績値 

（Ｈ30 年度） 
目標値 

（Ｒ元年度） 
達成率 

(1)コミュ

ニティの活

性化と担い

手の育成 

市民ラウンドテーブルにおけ

る延べ参加者数 
－ 110 人 200 人 55.0% 

ちょいず投票率 12.3% 14.7% 16.0% 64.9% 

ボランティア年間需給調整数 206 件 223 件 250 件 38.6% 

 

＜達成度を踏まえた総括＞ 

○これまで、市民活動団体を支援する制度（愛称：ちょいず）の実施や市民活動センター

（アイ・あいロビー）におけるＮＰＯや市民活動団体等への支援に取り組んだほか、新

たに住民が自分たちの地域について考える場として「市民ラウンドテーブル」を開催す

るなど、コミュニティの活性化に向けた取組みを推進してきました。 

○しかしながら、「町会連合会組織への加入率」や「町会・自治会や近隣住民と十分にコ

ミュニケーションが取れていると思う市民の割合」を押し上げることはできていないた

め、コミュニティの活性化に向け、今後も粘り強く取り組むことが必要です。 
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【基本目標Ⅸ】既存ストックの適正管理の促進 

＜ＫＰＩの達成度＞ 

基本的方向 指  標 
基準値 

（Ｈ26 年度） 

実績値 

（Ｈ30 年度） 
目標値 

（Ｒ元年度） 
達成率 

(1)既存ス

トックの適

正管理の促

進 

道路橋の延べ修繕補修箇所数 23箇所 31箇所 38箇所 53.3% 

道路の延べ舗装修繕補修箇所

数 
－ 10箇所 10箇所 100.0% 

未利用の普通財産（土地）に

おける、未利用状態の解消割

合 

－ 10.0% 50.0% 20.0% 

老朽化木造住宅及び耐震基準

を満たさない市営住宅の建替

による改修率 

59.7％ 61.4％ 65.2％ 30.9% 

 

＜達成度を踏まえた総括＞ 

○今後、公共施設の老朽化に伴う維持管理や更新等に膨大な費用を要することが見込まれ

ることから、財政負担の平準化等を図るべく、計画的な更新・長寿命化や最適配置に取

り組んでおり、引き続き、公共施設を効率的に維持管理するための取組みを推進するこ

とが必要です。 

 

 

 

（２）第１期総合戦略の総括 

 

◆市民意識調査結果一覧 

指  標 
基準値 

（Ｈ25 年度） 

実績値 
（Ｈ30 年度） 

増減値 数値目標 達成率 

安心して子育てができる環境が整

っている 
41.8% 55.2% ＋13.4% 50.0% 100.0% 

生涯学習の機会に親しめる環境が

整っている 
33.5% 32.8% ▲0.7% 50.0% 0.0% 

市内の商工業に活力があると感じ

る 
19.3% 23.8％ ＋4.5% 25.0％ 78.9% 

市内の農林業に活力があると感じ

る 
16.8% 19.7％ ＋2.9% 25.0％ 35.4% 

高齢者や障がい者が安心して生活

できる環境が整っている 
27.9% 28.7％ ＋0.8% 50.0％ 3.6% 

地震や台風等の災害に対する備え

ができている 
18.1% 24.5％ ＋6.4% 25.0％ 92.8% 

町会・自治会や近隣住民と十分に

コミュニケーションが取れている 
42.3% 42.4％ ＋0.1% 50.0％ 1.3% 

 

○「市民意識調査」による市民の実感度は、「安心して子育てができる環境が整っている」

が大きく上昇するなど、概ね向上しました。 

○しかしながら、目標を達成できた指標は１つにとどまり、また、依然として実感度が低

い指標も多いことから、取組みの見直しを検討しつつ内容の充実を図り、さらなる実感

度の向上に取り組まなければなりません。 
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◆指標達成状況一覧 

基 本 目 標 指標数 
達 成 率 

100% 
50%以上 

100%未満 

50%未満
（0％を除く） 

0% 

Ⅰ 
「結婚・出産・子育て」に夢や希

望が持てる環境づくり 

数値目標 3 2 － － 1 

ＫＰＩ 10 6 － 1 3 

Ⅱ 
一人ひとりが輝くための生きが

いづくり支援 

数値目標 2 1 － － 1 

ＫＰＩ 4 1 2 － 1 

Ⅲ 
健康寿命の延伸をめざした健康

づくりの推進 

数値目標 2 － － 2 － 

ＫＰＩ 6 1 1 2 2 

Ⅳ 
活力ある地域産業の実現と地域

雇用の創出 

数値目標 6 2 2 1 1 

ＫＰＩ 14 5 3 1 5 

Ⅴ 
新旧の魅力が融合する観光の振

興 

数値目標 1 － 1 － － 

ＫＰＩ 7 2 1 2 2 

Ⅵ 
住み慣れた地域で安心して暮ら

すことができる仕組みづくり 

数値目標 2 1 － 1 － 

ＫＰＩ 6 3 － 3 － 

Ⅶ 災害に備える仕組みづくり 
数値目標 2 1 1 － － 

ＫＰＩ 4 3 1 － － 

Ⅷ 
みんなで取り組む連携・協働のま

ちづくり 

数値目標 2 － － 1 1 

ＫＰＩ 3 － 2 1 － 

Ⅸ 既存ストックの適正管理の促進 ＫＰＩ 4 1 1 2 － 

合  計 

数値目標 20 7 4 5 4 

 占有率  35.0% 20.0% 25.0% 20.0% 

ＫＰＩ 58 22 11 12 13 

 占有率  37.9% 19.0% 20.7% 22.4% 

 

○第１期総合戦略に基づく平成 30 年度までの４年間の取組みにかかる目標値の達成状況

は、「数値目標」・「ＫＰＩ」のいずれも半数以上の指標が達成率 50％以上となった

一方、第１期総合戦略策定時の「基準値」を向上させることができなかった指標が、「数

値目標」で 20.0％、「ＫＰＩ」で 22.4％を占める結果となりました。 

○本市の人口については、令和２年３月末時点で 185,790 人で、「和泉市人口ビジョン（平

成 27 年 12 月策定）」で推計した『上位推計（186,000 人）』と『下位推計（185,300

人）』の間で推移しています。 

○しかしながら、トリヴェール和泉の宅地分譲が終了した後は、「合計特殊出生率」が  

継続的な上昇傾向にない現状を踏まえると、目標とする『上位推計』の人口を確保する

ことは、難しくなると想定されます。 

○地域で住みよい環境を確保し、人口減少に歯止めをかけるべく取り組んでいる「地方創

生」は、短期に実現することは困難であり、長期的視点に立って、継続的に取り組むこ

とが重要であると考えます。 
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【従業者構成比】

（各産業従業者/

和泉市総従業者）

【特化係数】

（各産業和泉市従業者構成比/各産業全国従業者構成比）

繊維工業

倉庫業

汎用機械器具製造業

道路貨物運送業

飲食料品小売業

医療業

非基盤産業（稼ぐ力が弱い）

飲食店

社会福祉・介護事業

その他の小売業

ゴム製品製造業

配達飲食サービス業

金属製品製造業理容・美容業

各種商品小売業

 【第２節】 和泉市の産業構造と就業構造の変遷  

（１）産業構造の特徴と変遷 

市内産業の特徴を把握すべく、横軸を「特化係数」、縦軸を「従業者構成比」とし

て、「産業の集積度」と「雇用力」の分析を行ったところ、依然として、『繊維工業』

が、高い「集積度」と「雇用力」を維持しています。また、病院等の『医療業』につ

いては、本市における「雇用力」がさらに高まっているほか、『各種商品小売業』の

「集積度」が向上しています。 

◆市内産業における「集積度」と「雇用力」◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省統計局「経済センサス」  
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【従業者構成比】

（各産業従業者/

和泉市総従業者）

【特化係数】

（各産業和泉市従業者構成比/各産業全国従業者構成比）

基盤産業（稼ぐ力が強い）非基盤産業（稼ぐ力が弱い）

道路貨物運送業

理容・美容業 汎用機械器具製造業

配達飲食

サービス業

各種商品小売業

ゴム製品製造業

繊維工業

飲食料品小売業

倉庫業

飲食店

社会福祉・介護事業

その他の小売業

金属製品製造業

医療業

平成２４年 ・医療業・・・病院、歯科診療所、療術業等

・飲食料品小売業・・・食料品、酒、パン、コンビニエンスストア等

・飲食店・・・食堂、レストラン、喫茶店、専門料理店等

・社会福祉・介護事業・・・特養老人ホーム、グループホーム他

・道路貨物運送業・・・一般貨物、特定貨物、集配利用等

・その他の小売業・・・医薬品、燃料、書籍、スポーツ用品販売等

・繊維工業・・・製糸、織物、染色、寝具、タオル製造等

・汎用機械器具製造業

・・・ボイラ、ポンプ、一般産業用機械、装置製造等

・配達飲食サービス業・・・持ち帰り、配達飲食サービス等

・倉庫業・・・倉庫、冷蔵倉庫業等

・ゴム製品製造業・・・タイヤ、チューブ、その他ゴム製品製造等

・金属製品製造業・・・金物類、建設用製品、素材系製品製造等

・理容・美容業・・・洗濯・理容・美容、一般公衆浴場等

・織物・衣服・身の回り品小売業・・・婦人・子供服・男子服小売等

・各種商品小売業・・・百貨店、総合スーパー等

基盤産業（稼ぐ力が強い）

平成２８年 
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（人）

通勤者数 通勤者数

(H22) (H27)

1 堺市 7,651 8,654 1,003

2 岸和田市 3,805 4,199 394

3 泉大津市 1,815 1,943 128

4 大阪市 1,413 1,593 180

5 貝塚市 857 992 135

増減数市町村名

（２）就業構造の特徴と変遷 

本市は、昼間人口よりも夜間人口が多い、ベッドタウンとしての特徴を有している

一方で、昼夜間人口比率は増加傾向にあり、和泉市内における就業者数は、市外への

就業者数を上回っています。このことから、本市は、「ベッドタウン」としての一面

と、テクノステージ和泉等の産業集積に伴う「産業都市」としての一面も持ち合わせ

ており、特に近年、和泉市内における就業者数は、大幅な増加傾向にあり、事業所の

増加に伴い、市内の雇用力が高まっています。 

 

◆和泉市の昼夜間人口・昼夜間人口比率◆          ◆就業者数の推移◆  

出典：総務省統計局「国勢調査」                               

 

◆和泉市に通勤している人が多い市町村◆     ◆業種別市内就業者数及び 

市内事業所数の増減内訳◆  

 

 

 

 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」  

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：就業者増減数「平成 22・27 年国勢調査」 

事業所増減数「平成24・28年経済センサス」 

出典：総務省統計局「国勢調査」 

業種
就業者

増減数（人）
事業所
増減数

農業、林業 64 2

建設業 ▲ 50 ▲ 20

製造業 185 ▲ 78

電気・ガス・水道業 28 1

情報通信・運輸業 32 11

卸売・小売業 1,583 151

金融・保険業 ▲ 83 2

不動産・物品賃貸業 139 ▲ 33

学術研究、
専門・技術サービス業

125 8

宿泊・飲食サービス業 208 16

教育、学習支援業 214 17

医療、福祉 1,392 125

その他 1,148 1

計 4,985 203
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（３）年齢階級別労働力率の現状と変遷 

本市における年齢別の「労働力率」について、全国や大阪府と比較すると、男性は

大きな差はないものの、女性については、依然として低い状況にあり、特に 30 歳か

ら 79 歳までの年齢階級では、全国よりも５％から９％程度低い状況にあります。 

しかしながら、平成 22年と平成 27 年の「労働力率」を比較すると、女性の労働力

率は大幅に上昇しており、特に、「子育て世代」である 30歳から 44 歳までの年齢階

級の上昇が大きいことから、市内の事業者数が増加傾向にあることに加え、本市が、

子育てと仕事を両立できる環境整備に積極的に取り組んできたことも、女性の新規就

業・就業継続につなげることができている一因と考えます。 

 

◆男性年齢階級別労働力率（全国・大阪府との比較）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省統計局「平成 27 年国勢調査」 

◆女性年齢階級別労働力率（全国・大阪府との比較）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省統計局「平成 27 年国勢調査」  

 

15～ 

19 歳 

20～

24 歳 

25～

29 歳 

30～

34 歳 

35～

39 歳 

40～

44 歳 

45～

49 歳 

50～

54 歳 

55～

59 歳 

60～

64 歳 

65～

69 歳 

70～

74 歳 

75～

79 歳 

80～

84 歳 

85 歳

以上 

全国 15.5% 69.3% 94.5% 96.6% 96.9% 96.8% 96.3% 95.7% 94.0% 80.8% 56.4% 35.1% 22.2% 14.0% 7.7% 

大阪府 16.0% 65.7% 93.7% 96.3% 96.6% 96.2% 95.6% 94.9% 93.1% 79.1% 54.2% 32.7% 19.6% 12.1% 7.6% 

和泉市 15.4% 67.9% 94.7% 96.6% 96.8% 96.6% 96.5% 95.7% 93.8% 78.8% 50.9% 28.7% 15.6% 7.5% 5.0% 

 

15～

19 歳 

20～

24 歳 

25～

29 歳 

30～

34 歳 

35～

39 歳 

40～

44 歳 

45～

49 歳 

50～

54 歳 

55～

59 歳 

60～

64 歳 

65～

69 歳 

70～

74 歳 

75～

79 歳 

80～

84 歳 

85 歳

以上 

全国 14.7% 69.5% 81.4% 73.5% 72.7% 76.0% 77.9% 76.2% 69.4% 52.1% 33.8% 19.9% 11.6% 6.2% 2.5% 

大阪府 16.3% 67.5% 80.3% 71.3% 68.9% 71.8% 73.8% 72.2% 64.9% 47.9% 30.1% 17.2% 9.6% 5.4% 2.4% 

和泉市 15.3% 66.6% 77.4% 68.5% 66.3% 70.9% 72.7% 69.7% 60.4% 42.8% 25.0% 13.4% 5.7% 3.2% 1.8% 
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◆男性年齢階級別労働力率（平成 22 年と 27 年国勢調査の比較）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」 

 

◆女性年齢階級別労働力率（平成 22 年と 27 年国勢調査の比較）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15～ 

19 歳 

20～

24 歳 

25～

29 歳 

30～

34 歳 

35～

39 歳 

40～

44 歳 

45～

49 歳 

50～

54 歳 

55～

59 歳 

60～

64 歳 

65～

69 歳 

70～

74 歳 

75～

79 歳 

80～

84 歳 

85 歳

以上 

Ｈ27 15.3% 66.6% 77.4% 68.5% 66.3% 70.9% 72.7% 69.7% 60.4% 42.8% 25.0% 13.4% 5.7% 3.2% 1.8% 

Ｈ22 16.1% 65.7% 74.6% 60.8% 59.1% 64.9% 69.5% 64.0% 55.6% 38.0% 21.1% 9.9% 5.4% 3.9% 1.6% 

増減 -0.8% 0.9% 2.8% 7.7% 7.2% 6.0% 3.2% 5.7% 4.8% 4.8% 3.9% 3.5% 0.3% -0.7% 0.2% 

出典：総務省統計局「国勢調査」 
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19 歳 

20～

24 歳 
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29 歳 

30～

34 歳 

35～

39 歳 

40～

44 歳 

45～

49 歳 
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59 歳 

60～

64 歳 

65～

69 歳 

70～

74 歳 

75～

79 歳 

80～

84 歳 

85 歳

以上 

Ｈ27 15.4% 67.9% 94.7% 96.6% 96.8% 96.6% 96.5% 95.7% 93.8% 78.8% 50.9% 28.7% 15.6% 7.5% 5.0% 

Ｈ22 15.7% 66.7% 95.5% 97.8% 98.2% 97.7% 97.6% 96.8% 94.2% 78.7% 49.2% 27.6% 14.1% 9.4% 5.2% 

増減 -0.3% 1.2% -0.8% -1.2% -1.4% -1.1% -1.1% -1.1% -0.4% 0.1% 1.7% 1.1% 1.5% -1.9% -0.2% 
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第２章  基本的な考え方  

 【第１節】 第２期総合戦略の策定方針  

 

第１章の内容等を踏まえ、第２期総合戦略の策定方針を下記のとおりとします。 

 

（１）国の第２期総合戦略 

○将来にわたって「活力ある地域社会」の実現と、「東京圏への一極集中」

の是正を目指すため、下記の基本目標を掲げています。 

＜基本目標＞ 

①稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする 

②地方とのつながりを築き、地方への新しいひとの流れをつくる 

③結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

④ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる 

 

（２）第１期総合戦略の総括【第１章・第１節】 

○「地方創生」の取組みについては、長期的視点に立って、継続的に取り組

むことが重要です。 

 

（３）本市の産業構造と就業構造の変遷【第１章・第２節】 

○市内の事業所数や就業者数は増加傾向にあり、市内の雇用力が高まってい

るほか、女性の労働力率も上昇しています。 

○しかしながら、女性の労働力率については、依然として全国や大阪府と比

較すると低いことから、子育てと仕事を両立できる環境整備のさらなる推

進が必要です。 

 

（４）まちづくりの基本方針 

○第１期総合戦略で「まちづくりの基本方針」として掲げた『定住志向の向

上』と『交流人口の拡大』を、第２期総合戦略においても継承します。 

＜まちづくりの基本方針＞ 

 ①定住志向の向上 

 ②交流人口の拡大 

 

 

 

 

  

◆第１期総合戦略の取組みによって芽生えた成果の持続・向上を図るため、第１期

総合戦略の取組みを継承することを基本とします。 

◆「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、国の第２期総合戦略を踏まえた取組み

を推進します。 

◆計画期間の終了が同じ「第５次和泉市総合計画」と整合性を図ります。 

第２期総合戦略の策定方針 
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 【第２節】 第２期総合戦略における「まちづくりの目標」  

 

 第２期総合戦略における「まちづくりの目標」を以下のとおり設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【第３節】 計画人口  

 

 平成27年12月に策定した「和泉市人口ビジョン」における人口の将来展望を踏まえ、

計画期間内での取組成果後の人口を 184,400 人（令和８年３月末時点）とします。 

 

 

 【第４節】 第２期総合戦略の体系  

 

【第２期総合戦略の体系と国の基本目標との関係】 

第２期総合戦略の体系 国の基本目標 

【基本目標Ⅰ】「結婚・出産・子育て」に夢や希望が持てる環

境づくり 

（基本目標③） 

結婚・出産・子育ての

希望をかなえる 

 ＜基本的方向＞ 

（１）結婚・出産の希望をかなえる環境づくり 

（２）子どもたちの健やかな発育の支援 

（３）子育てと仕事の両立支援体制の充実 

【基本目標Ⅱ】健康寿命の延伸をめざした健康づくりの推進 

（基本目標④） 

ひとが集う、安心して

暮らすことができる魅

力的な地域をつくる 

 ＜基本的方向＞ 

（１）定期的な健康チェックの推進 

（２）スポーツを通した心身の健康増進 

（３）元気に生涯活躍できる環境づくりの推進 

  

＜まちづくりの目標＞ 

①子どもたちの笑顔があふれ、健康で文化的な、人にやさしいまち 

②まちの個性を伸ばし、新たな魅力と賑わいが創出されるまち 

③安らぎを感じながら生活を送ることができる、安心を実感できるまち 

④世代・地域を越えて、様々な交流が生まれるまち 

⑤豊かなまちの資源を次世代に引き継ぐことができる仕組みづくり 
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第２期総合戦略の体系 国の基本目標 

【基本目標Ⅲ】外出機会を創出するうるおいのある都市基盤の

整備 （基本目標④） 

ひとが集う、安心して

暮らすことができる魅

力的な地域をつくる 

 ＜基本的方向＞ 

（１）住み続けたくなる快適な都市環境の整備 

（２）外出を容易にする交通機能の充実 

【基本目標Ⅳ】活力ある地域産業の実現と地域雇用の創出 
（基本目標①） 

稼ぐ地域をつくるとと

もに、安心して働ける

ようにする 

（基本目標④） 

ひとが集う、安心して

暮らすことができる魅

力的な地域をつくる 

 ＜基本的方向＞ 

（１）ものづくり産業の振興 

（２）商店街活性化と産業集積による地域の賑わいの創出 

（３）産業として成立する農林業の確立 

（４）安定した雇用の創出と次代の担い手の育成 

【基本目標Ⅴ】新旧の魅力が融合する観光の振興 （基本目標②） 

地方とのつながりを築

き、地方への新しいひ

との流れをつくる 

（基本目標④） 

ひとが集う、安心して

暮らすことができる魅

力的な地域をつくる 

 ＜基本的方向＞ 

（１）地域資源を活用した観光産業の振興 

（２）新たな魅力づくりとまちのブランド化の促進 

【基本目標Ⅵ】住み慣れた地域で安心して暮らすことができる

仕組みづくり 

（基本目標④） 

ひとが集う、安心して

暮らすことができる魅

力的な地域をつくる 

 ＜基本的方向＞ 

（１）地域医療の充実 

（２）支援を必要とする人への相談支援体制の充実 

【基本目標Ⅶ】災害に備える仕組みづくり 

 ＜基本的方向＞ 

（１）地域における防災体制の強化 

【基本目標Ⅷ】みんなで取り組む連携・協働のまちづくり （基本目標②） 

地方とのつながりを築

き、地方への新しいひ

との流れをつくる 

 ＜基本的方向＞ 

（１）コミュニティの活性化と担い手の育成 

【基本目標Ⅸ】既存ストックの適正管理の促進 （基本目標④） 

ひとが集う、安心して

暮らすことができる魅

力的な地域をつくる 

 ＜基本的方向＞ 

（１）既存ストックの適正管理の促進 
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第３章  基本目標                                                              

【基本目標Ⅰ】 「結婚・出産・子育て」に夢や希望が持てる環境づくり   

（数値目標） 

指  標 基準値（平成 30 年度） 数値目標（令和７年度） 

合計特殊出生率 1.27 
府内平均 

【平成 30年度 1.35】 

 

指  標 基準値（令和元年度） 数値目標（令和７年度） 

社会動態（転入者数－転出者数） ＋244 人 均衡 

安心して子育てができる環境が

整っていると思う市民の割合 
54.7% 60.0% 

 

基本的方向（１） 結婚・出産の希望をかなえる環境づくり 

  

 

   

 

 

 

 

 

 

＜具体的な取組み＞ 

◆出会いの場の創出 

○結婚を希望するものの、異性と出会う機会が少ないと感じている若者を対象に「出会い

の場」を提供する企画を実施し、結婚につながるきっかけを創出します。 

◆身近な出産・子育てサポート環境づくり 

○若い世代が希望する子ども数を実現するため、三世代同居・近居の支援を行うなど、家

族が協力し合って出産・子育てできる環境づくりに取り組みます。 

◆妊娠・出産のサポート体制の充実 

○妊娠・出産にかかる経済的負担の軽減を図り、誰もが安全・安心に出産できる環境整備

に取り組みます。 

○妊娠から出産までの不安を軽減するための相談支援体制の充実や、出産・育児に向けて

必要な心構えや知識を学ぶ機会を提供するなど、安全・安心な出産に向けての支援に取

り組みます。 

  

＜施策の方針＞ 

◎将来結婚したいと考えている若者の希望をかなえるため、結婚につながる支援を推

進します。 

◎出産を希望する人が、安全・安心に妊娠、出産、子育てすることができるよう、サ

ポート環境や体制の充実を図り、若い世代の転入を促進するとともに、合計特殊出

生率の向上を図ります。 
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＜ＫＰＩ（重要業績評価指標）＞ 

指   標 
基準値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

観光カップリングツアーの延べ参加者数 ― 200 人 

定住施策として実施する補助事業対象者の市

内定住率（令和 3 年度～令和７年度） 
― 100.0％ 

妊婦健康診査の利用率 90.0％ 92.0％ 

 

基本的方向（２） 子どもたちの健やかな発育の支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜具体的な取組み＞ 

◆乳幼児健康診査の充実 

○乳幼児健康診査の充実を図り、健康診査を活用して、子どもの健やかな成長を見守り、

疾病の予防や早期発見に努めます。 

◆各種予防接種の充実と接種率の向上 

○子どもの感染症のまん延を防止するため、各種予防接種の接種率の向上に向けて取り組

みます。 

◆こども医療費助成の対象年齢の拡大 

○子どもの健やかな成長の支援と子育て世帯の経済的負担を軽減し、安心して子育てがで

きるよう、こども医療費助成の対象年齢を年度末年齢 18 歳まで拡大します。 

◆育児相談支援体制の充実 

○妊娠･出産・育児と、切れ目なく継続的に支援できる体制の充実を図り、保護者の様々

な不安や悩みに対応するとともに、子育てに関する必要な情報提供や啓発に取り組みま

す。 

 

 

  

＜施策の方針＞ 

◎健康診査の充実や予防接種の受診を促進し、疾病の予防や早期発見に努めます。 

◎保護者の育児不安を軽減するための取組みを推進し、乳幼児の健やかな発育・発

達を見守る体制づくりを強化します。 

◎医療や予防接種に要する経済的負担の軽減に努めます。 
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＜ＫＰＩ（重要業績評価指標）＞ 

指   標 
基準値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

乳幼児健康診査受診率 

（４か月児、１歳６か月児、３歳６か月児健康診査） 
94.0% 95.0% 

日本脳炎、BCG、麻しん・風しんの接種率 93.0% 97.0% 

こども医療費助成の拡大 
（通院・入院） 

中学３年生まで 

（通院・入院） 

年度末年齢 18 歳まで 

保育コンシェルジュ開設日数 166 日 243 日 

年間保健指導数 14,000 件 15,500 件 

 

 

基本的方向（３） 子育てと仕事の両立支援体制の充実 

 

 

  

  

 

 

 

＜具体的な取組み＞ 

◆待機児童解消に向けた取組みの推進 

○待機児童解消に向け、こどもの人口や地域の保育の需給状況等を踏まえたうえで、保育

所の定員増や認定こども園への移行促進等を推進します。 

◆安全・安心な放課後等の居場所づくり 

○小学生の放課後や長期休業中において、保護者が就労等で家庭にいない児童に対し、安

全・安心な居場所を確保するとともに、健全育成を図ります。 

 

＜ＫＰＩ（重要業績評価指標）＞ 

指   標 
基準値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

保育所等利用待機児童数 72 人 0 人 

留守家庭児童会の待機児童数 0 人 0 人 

 

 

 

 

＜施策の方針＞ 

◎男女ともに働きながら安心して子育てができる環境を整備し、子育てと仕事の両

立ができるよう、支援体制の充実を図ります。 

◎就労形態の多様化に対応できる保育体制の充実を図ります。 
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 【基本目標Ⅱ】 健康寿命の延伸をめざした健康づくりの推進  

（数値目標） 

指  標 基準値（令和元年度） 数値目標（令和７年度） 

国民健康保険にかかる医療費の

総額に占める生活習慣病にかか

る医療費の割合 

34.3% 29.0% 

要介護認定を受けていない後期

高齢者の割合 
68.0% 70.0% 

健康を保持するための環境が整

っていると思う市民の割合 
62.4% 65.0% 

 

基本的方向（１） 定期的な健康チェックの推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜具体的な取組み＞ 

◆がん予防施策の推進 

○「和泉市がん対策推進条例」に基づき、保健医療機関や関係団体等と連携を図りながら、

がん予防のための教育・相談・啓発に取り組みます。 

○がんの早期発見・早期治療につなげるため、各種がん検診の検診体制を充実させるとと

もに、受診勧奨等により受診率の向上に取り組みます。 

◆生活習慣改善の推進 

○健康意識の醸成とともに、生活習慣の改善が必要な市民を的確に把握するため、特定健

康診査の受診率向上等に取り組みます。 

○生活習慣の改善を促し、生活習慣病の発症や進行を防ぐため、特定保健指導の利用勧奨

や指導内容の充実を図ります。 

◆自主的な健康づくり活動の促進 

○健康づくりに関する教室を開催し、参加者が教室修了後も地域で健康づくり活動を継続

できるよう、支援します。 

 ○「ヘルスアップサポーターいずみ」等、身近な地域における健康づくり活動の担い手

を育成し、市民等と協働で健康づくり活動に取り組みます。 

 

 

＜施策の方針＞ 

◎市民が自らの生活習慣の問題点を発見し、改善に向けて継続的に取り組むことがで

きるよう、支援施策の充実を図ります。 

◎「和泉市がん対策推進条例」に基づき、市民の健康と生命を守り、いきいきと生活

を送ることができるよう、がん予防施策の充実を図ります。 
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＜ＫＰＩ（重要業績評価指標）＞ 

指   標 
基準値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

がん検診受診率（胃がん、肺がん、大腸がん、

子宮がん、乳がん） 
22.4% 40.0% 

前年度のメタボリックシンドローム（内臓脂肪

症候群）該当者・予備群のうち、当該年度にお

いて対象外となった人の割合 

33.5% 35.0% 

「ヘルスアップサポーターいずみ」の年間地域

活動回数 
2,030 回 3,000 回 

 

基本的方向（２） スポーツを通した心身の健康増進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜具体的な取組み＞ 

◆健康づくり・体力向上に取り組む機会の創出 

○誰でも楽しみながら、気軽に参加できるイベント等を通して、一人でも多くの市民が健

康づくり・体力向上に向けて第一歩を踏み出すことができる機会の創出に努めます。 

◆スポーツ施設の環境整備 

○市民ニーズや多様なスポーツに対応できるスポーツ施設の整備・充実に取り組みます。 

◆スポーツでつながる地域・世代間交流の促進 

○スポーツを通じて、様々な地域の、あらゆる年代の人との交流が図れる仕組みづくりを

行います。 

○生涯にわたってスポーツを楽しむことができる生涯スポーツ（ニュースポーツ）の普及

に努めます。 

○指導者やスポーツボランティアの育成に取り組みます。 

 

 

  

＜施策の方針＞ 

◎誰もが気軽に、ライフステージに応じた多様なスポーツ活動に親しみ、生きがいや

健康を育むことができる環境の充実を図ります。 

◎スポーツへの関心を高め、スポーツを始めるきっかけづくりを推進します。 

◎スポーツを通じて、地域の仲間たちと親交を深めることができる仕組みづくりを

推進します。 
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＜ＫＰＩ（重要業績評価指標）＞ 

指   標 
基準値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

スポーツイベント等の年間参加者数 12,524 人 14,000 人 

スポーツ施設の年間利用者数 522,448 人 579,000 人 

体育協会の加盟者数 9,818 人 11,000 人 

 

 

基本的方向（３） 元気に生涯活躍できる環境づくりの推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜具体的な取組み＞ 

◆高齢者の健康づくりの推進 

○地域住民による体操の場の発足支援を行うなど、自主的に健康づくりや介護予防に取り

組むことができる仕組みの構築に努めます。 

 ○認知症予防のための教室や相談会等を開催し、生活習慣改善の促進や、早期発見のた

めの知識の普及啓発に努めます。 

◆生涯にわたり健康で活躍できる環境づくりの推進 

○老人クラブ、シルバー人材センター、ボランティア活動等への支援を通じて、豊かな知

識や能力を持った高齢者が地域社会に溶け込み、多世代と協働しながら地域貢献できる

環境づくりを図ります。 

◆公共交通を活用した高齢者の外出の促進 

○高齢者の積極的な社会参加や健康づくりを推進するため、公共交通の利用促進を図り、

外出機会の創出につながる支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

＜施策の方針＞ 

◎高齢者が、健康でいきいきと活躍できるよう、自主的に健康づくりや介護予防・

認知症予防に取り組む風土づくりを推進します。 

◎高齢者が、地域の中で多世代との交流や趣味、生涯学習等を楽しむことができる

よう、社会参加の場の充実を図ります。 

◎高齢者が、様々な人との交流や多様な活動を通じて、健康を育むことができるよう、

積極的な社会参加につながるきっかけづくりに取り組みます。 
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＜ＫＰＩ（重要業績評価指標）＞ 

指   標 
基準値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

住民自主グループによる介護予防体操におけ

る年間参加者実人数 
1,820 人 2,500 人 

認知症予防教室の延べ参加者数（令和 3 年度

～令和 7 年度） 
― 2,100 人 

老人クラブの登録者数 13,097 人 13,100 人 

 

 

 

 【基本目標Ⅲ】 外出機会を創出するうるおいのある都市基盤の整備  

（数値目標） 

指  標 基準値（令和元年度） 数値目標（令和７年度） 

良好なまちなみや快適な住環境

づくりが進んでいると思う市民

の割合 

51.0% 55.0% 

安全に利用できる道路や交通手

段が整備されていると思う市民

の割合 

33.7% 40.0% 

 

基本的方向（１） 住み続けたくなる快適な都市環境の整備 

 

 

 

 

 

 

 

＜具体的な取組み＞ 

◆道路交通網の整備・充実 

○都市計画道路及び幹線道路の新設・改良を推進し、安全で利便性の高い交通ネットワー

クの形成に取り組みます。 

◆歩行者の安全性・快適性の確保 

○誰もが安心・安全に通行できる道路空間を確保するため、歩道のバリアフリー化を推進

します。 

○通学路等において、路側帯のカラー舗装化や防護柵等の設置を推進し、子どもの交通

安全の確保に努めます。 

＜施策の方針＞ 

◎歩道の安全性の確保やゆとりある道路空間の整備を図ります。 

◎地域特性を生かしつつ、景観に配慮した都市環境整備を推進します。 

◎空家等の発生の抑制や、適正管理の促進に取り組みます。 
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○道路反射鏡等の交通安全施設の整備を図るとともに、交通安全の啓発に努めます。 

◆ゆとりある歩行者・自転車空間の形成 

○歩行者や自転車にとってゆとりのあるスペースを確保するため、歩道の拡幅や緑化を推

進するほか、自動車から分離された自転車通行空間についても検討を進めます。 

◆有効な土地利用と空家対策の推進 

○地域特性を生かした有効な土地利用を検討し、定住・移住の促進を図ります。 

○空家所有者を対象とした管理・活用セミナーを開催するほか、建物の除却の促進を図り、

空家等の老朽化予防対策を推進します。 

○不適切な状態で放置された空家等について、危険性や環境、都市景観の観点から、所有

者等に助言・指導を行い、適正管理を促します。 

◆地域資源を生かした景観づくりの推進 

○市内の各地域の魅力を最大限に引き出すため、地域固有の資源を生かした景観づくり活

動を市民の参画を得ながら推進します。 

 

＜ＫＰＩ（重要業績評価指標）＞ 

指   標 
基準値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

特定経路のバリアフリー化整備率 64.3% 100.0% 

市内における歩行者及び自転車による交通事

故発生件数 
209 件 180 件 

空家解消延べ件数 9 件 60 件 

 

 

基本的方向（２） 外出を容易にする交通機能の充実 

 

 

 

  

 

 

＜具体的な取組み＞ 

◆移動手段の確保と低炭素社会の実現 

○コミュニティバスの運行等により、市民の移動手段を確保し、公共交通空白地域の解 

消を図ります。 

○車への依存度を下げ、低炭素で地球にやさしいまちづくりに取り組みます。 

◆公共交通の利便性の向上と利用促進 

○コミュニティバスと民間交通機関との連携により、効果的で利便性の高い公共交通ネ 

ットワークを構築し、公共交通の利用促進を図ります。また、デマンド型交通の導入等

について検討を進めます。 

＜施策の方針＞ 

◎車に依存しなくても、日常的な外出がしやすい交通機能の整備を推進します。 

◎公共交通空白地域の解消を図ります。 
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＜ＫＰＩ（重要業績評価指標）＞ 

指   標 
基準値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

コミュニティバス等年間利用者数 113,746 人 119,700 人 

 

 

 

 【基本目標Ⅳ】 活力ある地域産業の実現と地域雇用の創出  

（数値目標） 

指  標 基準値（令和元年度） 数値目標（令和７年度） 

「新たに事業化された商品・技術

の延べ件数」及び「研究開発に関

する国等の補助金延べ採択件数」

の合計件数 

（令和 3 年度～令和7 年度） 

- 10 件 

商店街組合への延べ新規加入件

数（令和 3 年度～令和7年度） 
- 20 件 

次世代人材投資事業給付金の年

間受給者数 
4 人 5 人 

和泉市就職情報フェア、和泉市無

料職業紹介における就職者数 

（令和 3 年度～令和７年度） 

- 520 人 

市内の商工業に活力があると感

じる市民の割合 
25.2% 30.0% 

市内の農林業に活力があると感

じる市民の割合 
20.3% 25.0% 

 

基本的方向（１） ものづくり産業の振興 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施策の方針＞ 

◎市内のものづくり企業から日本一となる技術・商品を生み出すための研究・開発を支

援し、市内企業の付加価値の創出と安定経営を図ります。 

◎ものづくり産業の収益性の向上を図り、地域経済の活性化につなげます。 
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＜具体的な取組み＞ 

◆ものづくり技術・商品開発の支援 

 ○市内のものづくり企業から日本一となる技術・商品を生み出すための研究・開発を支

援します。 

○コーディネーターを派遣し、企業が抱える課題解決に向けて指導を行います。 

◆ビジネスマッチングの促進 

 ○「産・官・学」連携による新技術・新商品開発に向けたセミナーや大学や各種研究機

関と情報交換を行うことができる交流会を開催し、新たなビジネス機会の創出を支援

します。 

＜ＫＰＩ（重要業績評価指標）＞ 

指   標 
基準値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

ものづくり技術・商品開発事業補助金を活用し

た大学等との連携研究の延べ事業件数 

（令和 3 年度～令和7 年度） 

- 25 件 

和泉市産業振興プラザにおける事業者交流会

の年間参加人数 
156 人 200 人 

 

基本的方向（２） 商店街活性化と産業集積による地域の賑わいの創出 

 

 

 

 

 

 

＜具体的な取組み＞ 

◆空き店舗活用の支援 

○商店街での創業希望者に対し、市の創業支援事業計画に基づき、創業時の費用負担軽 

減や個別相談等の支援を行うとともに、空き店舗の減少に向けて取り組みます。 

◆商店街活性化の支援 

○大学との連携やイベント等の開催により、集客を促進する取組みを進めます。 

◆産業集積の継続的な支援 

○テクノステージ和泉やトリヴェール和泉西部地区において、企業の継続的な操業支援を

行います。 

 

 

  

＜施策の方針＞ 

◎空き店舗の活用やイベントの開催により、商店街全体の活性化を図るとともに、

人々の憩いの場となる賑わいを創出します。 

◎市内における産業の集積を維持し、地域産業の活性化と市内雇用の拡充を図ります。 
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＜ＫＰＩ（重要業績評価指標）＞ 

指   標 
基準値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

創業セミナーの年間受講者数 110 人 130 人 

商店街内への新規出店者に対する補助金の年

間交付件数 
4 件 5 件 

テクノステージ和泉における企業の立地割合 100.0% 100.0% 

トリヴェール和泉西部地区における企業の立

地割合 
100.0% 100.0% 

 

基本的方向（３） 産業として成立する農林業の確立 

 

 

 

 

 

 

 

＜具体的な取組み＞ 

◆新たな農産物の産地化促進 

 ○新たに整備を行う「（仮称）和泉市農業振興研究施設」において、特産品の振興や新

たな農産物の産地化・ブランド化に向けた支援を行います。 

◆６次産業化の促進 

 ○農業経営者が農産物の生産から加工、販売まで行う６次産業化を促進するため、農産

物の加工技術の習得や販路開拓を支援し、魅力ある農業経営の確立に取り組みます。 

◆地産地消・都市農村交流の推進 

○都市近郊に立地する本市農業の特性を生かし、生産者と消費者を直接結びつける地産地

消の取組みを推進し、安全で安心な農産物を市民に届けるとともに、農業体験交流施設

（いずみふれあい農の里）や道の駅を併設する南部リージョンセンターにおいて、市内

産農産物のＰＲ等を積極的に行います。 

◆林業の再生に向けた木材のブランド化 

○市内産木材のブランド化（いずもくプロジェクト）を推進し、市内産木材の利用促進を

図り、林業の振興に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

＜施策の方針＞ 

◎地域資源が地域内で循環する地産地消の取組みを進めます。 

◎６次産業化に対する支援を行うなど、総合的な地域農林業活性化策を講じることに

より、農林業経営の安定化につなげます。 
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＜ＫＰＩ（重要業績評価指標）＞ 

指   標 
基準値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

エコ農産物の申請栽培面積 5,096ａ 5,200ａ 

農業関係団体が実施する各種研修会等の受講

者数 
97 人 115 人 

農業体験交流施設の年間利用者数 32,000 人 43,000 人 

いずもくの年間搬出量 274㎥ 300 ㎥ 

 

 

基本的方向（４） 安定した雇用の創出と次代の担い手の育成 

 

 

 

 

 

 

 

＜具体的な取組み＞ 

◆中小企業の後継者育成 

 ○大学と連携して、市内の「ものづくり」に関連する中小企業の後継者を育成するため、

後継者が担うべき経営戦略を学ぶ機会を提供するとともに、新しい事業の創出を支援

します。 

◆農林業の担い手の育成 

 ○農林業関係機関及び各種団体と連携を図りながら、新規就業者確保・育成に向けた講

座を開講し、意欲ある担い手を育成します。 

◆地域就労の支援 

 ○和泉市無料職業紹介センターや就職情報フェアの開催を通して、働く意欲のある市民

が、能力や経験等を生かして就労できるよう、支援します。 

○市内企業に就業する若者に対して奨学金返還の支援を行うなど、市内企業の人材確保に

向けた取組みを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施策の方針＞ 

◎中小企業の後継者の育成や農林業の担い手の育成を行います。 

◎就職困難者等をはじめとした働く意欲のある市民一人ひとりの就労を実現し、安心

して働くことのできる環境を整備します。 
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＜ＫＰＩ（重要業績評価指標）＞ 

指   標 
基準値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

中小企業振興対策事業補助金（人材育成支援事

業）の年間交付件数 
5 件 15 件 

認定農業者数 76 人 80 人 

和泉市就職情報フェアの年間面接者数 45 人 50 人 

和泉市無料職業紹介センターにおける年間紹

介者数 
211 人 220 人 

奨学金返還支援制度を活用した市内企業への

就職者数 
8 人 25 人 

 

 

 

 【基本目標Ⅴ】 新旧の魅力が融合する観光の振興  

（数値目標） 

指  標 基準値（令和元年度） 数値目標（令和７年度） 

市内主要 15 施設への来訪者数 1,368,500 人 1,595,000 人 

 

基本的方向（１） 地域資源を活用した観光産業の振興 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜具体的な取組み＞ 

◆地場産業との連携による来訪の促進 

○地場産業をはじめ、市内における商品・製品・サービスなど、市が持つ観光資源となり

うるものを最大限に活用し、より戦略的で効果的な来訪、誘客の取組みを行います。 

◆歴史遺産を生かした観光拠点の整備 

 ○史跡池上曽根遺跡や史跡和泉黄金塚古墳をはじめとする歴史遺産の整備を行い、観光

拠点としての活用を図ります。 

○池上曽根史跡公園やいずみの国歴史館等の展示公開施設について、泉大津市立池上曽根

弥生学習館及び大阪府立弥生文化博物館と連携し、観光拠点として一体的な活用を図り

ます。 

＜施策の方針＞ 

◎地場産業や歴史遺産など地域資源を活用し、本市の特性を生かした「和泉の観光ス

タイル」の確立を図るとともに、周辺地域との連携も併せて推進し、交流人口の拡

大をめざします。 

◎インバウンドへの対応等、外国人観光客の受入れ体制の強化を図ります。 
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◆和泉・信太の森ヒストリータウンエリアの魅力向上 

 ○池上曽根史跡公園周辺の観光施設と地場産業を融合した、本市でしか体験できない観

光メニューづくりに取り組むほか、周遊手段の確保について検討し、エリア内の魅力

向上を図ります。 

◆外国人観光客の受入れ体制の強化 

 ○近年増加している外国人観光客の誘致を図るため、近隣市町との連携を行うなど広域

的な取組みを推進します。 

○市内観光施設において、多言語に対応した映像やパンフレットの作成、表示板の設置を

推進するほか、無料公衆無線ＬＡＮの整備など、施設の充実を図ります。 

○地域通訳案内士や市民地域ボランティアガイドを育成し、外国人観光客の誘客や観光客

の満足度向上を図ります。 

 

＜ＫＰＩ（重要業績評価指標）＞ 

指   標 
基準値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

いずみの国観光おもてなし処の年間来館者数 15,161 人 21,000 人 

国史跡池上曽根史跡公園、国史跡和泉黄金塚古

墳等への年間来訪者数 
75,000 人 100,000 人 

地域通訳案内士及び市民地域ボランティアガ

イドの延べ育成数 
－ 30 人 

 

 

基本的方向（２） 新たな魅力づくりとまちのブランド化の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜具体的な取組み＞ 

◆宿泊施設の誘致 

○本市の交流人口の拡大に向けて、賑わいと交流の拠点となる新たな宿泊施設の誘致に取

り組みます。 

◆ミュージアムタウン構想の推進 

○和泉・久保惣ミュージアムタウンエリア内において、整備したパブリックアートを活用

した来訪促進に取り組み、「美術館のあるまち」として、さらなるブランド化を図り、

本市の都市イメージアップにつなげます。 

＜施策の方針＞ 

◎ひと・経済を循環させ、交流人口を増加させるために新たな魅力や拠点施設を創り

出します。 

◎地域資源を活用したまちのブランドイメージを積極的に発信し、ブランド化を図り

ます。 
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◆槇尾川上流部の利用の推進 

○豊かな自然環境を生かした四季を感じる森づくりをめざし、ツツジや桜の植栽、散策の

ための遊歩道整備を促進します。また、既存の施設と連携を行うなど、新たな地域振興

につなげます。 

 

＜ＫＰＩ（重要業績評価指標）＞ 

指   標 
基準値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

宿泊施設の延べ建設数（令和 3 年度～令和 7

年度） 
- 2 件 

和泉・久保惣ミュージアムタウンエリア内主要

施設への来訪者数 
429,200 人 535,000 人 

南部リージョンセンター道の駅における農産

物等売り上げ額 
170,000 千円 336,000 千円 

 

 

 

 【基本目標Ⅵ】 住み慣れた地域で安心して暮らすことができる仕組みづくり  

（数値目標） 

指  標 基準値（令和元年度） 数値目標（令和７年度） 

総合医療センターにおける救急

患者の受入れ率 
25.8% 40.0% 

高齢者や障がい者が安心して生

活できる環境が整っていると思

う市民の割合 

29.7% 35.0% 

 

基本的方向（１） 地域医療の充実 

 

 

 

 

 

 

＜具体的な取組み＞ 

◆救急医療体制の強化 

○救急医師の確保により、さらなる救急医療体制の強化に取り組み、市外搬送件数の減 

少を図ります。 

＜施策の方針＞ 

◎市立総合医療センターにおいて、市民から信頼される病院づくりを推進します。 

◎災害時においても、医療提供機能を維持することができる体制づくりを進めます。 
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◆災害時医療体制の整備 

○災害拠点病院と連携し、救急患者の医療救護体制の確立を図ります。 

○医薬品の備蓄のほか、消防署や和泉保健所等の関係機関と連携した災害時訓練に取り組

みます。 

 

＜ＫＰＩ（重要業績評価指標）＞ 

指   標 
基準値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

総合医療センター救急患者受入日数 365 日 365 日 

 

 

基本的方向（２） 支援を必要とする人への相談支援体制の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜具体的な取組み＞ 

◆地域包括ケアシステムの構築 

○全ての高齢者が、住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられるよう、在宅医療と介護

の連携を推進するなど、医療・介護・介護予防・住まい・生活支援を包括的に提供でき

る相談・支援体制（地域包括ケアシステム）の構築に取り組みます。 

◆障がい者とその家族への支援体制の充実 

○障がいによって支援が必要となっても住み慣れた地域で生活が続けられるように、また、

施設からの退所や病院からの退院によって地域で生活をはじめる障がい者が安心して

地域生活を営めるように、身近なところで相談支援が受けられる体制の充実を図ります。 

◆生活支援体制の充実 

○日常生活の様々な困りごとについて、関係課や関係機関等と連携し、支援体制を充実 

します。 

○一人ひとりの状況に応じて、就労に向けた意欲喚起及びスキルアップ支援を行い、その

人らしい生活ができるよう、自立支援を行います。 

  

＜施策の方針＞ 

◎高齢者ができる限り住み慣れた地域や環境の中で安心して生活を継続できるよう

にするため、支援体制の充実を図ります。 

◎障がいのある人や生活に困っている（離職しているなど）人が、一人ひとりの個

性を尊重し、安心して自分らしく暮らせる環境を整えるため、支援体制の充実を

図ります。 
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＜ＫＰＩ（重要業績評価指標）＞ 

指   標 
基準値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

高齢者見守り協力事業所の登録件数 30 件 200 件 

サービス等利用計画のうち、セルフプラン作成

割合 
28.0% 20.0% 

就労訓練事業・就労体験の年間延べ利用者数 6 人 32 人 

 

 

 

 【基本目標Ⅶ】 災害に備える仕組みづくり  

（数値目標） 

指  標 基準値（令和元年度） 数値目標（令和７年度） 

自主防災組織の設立数 75 団体 147 団体 

地震や台風等の災害に対する備

えができていると思う市民の割

合 

28.6% 35.0% 

 

 

基本的方向（１） 地域における防災体制の強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜具体的な取組み＞ 

◆自主防災組織の結成及び活動の推進 

○災害時における地域での自助・共助を助長するため、自主防災組織の設立及び活動を 

推進し、地域の組織力の向上を図ります。 

＜施策の方針＞ 

◎「公助」だけではなく、自らの身は自分で守る「自助」と近隣が助け合って地域

を守る「共助」、「互助」の取組みを推進します。 

◎市民や地域が防災・減災に対する意識を高め、自主的に具体的な行動に移すこと

ができるよう、地域防災の担い手の育成や地域での支えあいを支援し、地域防災

力の向上を図ります。 

◎災害時に市民が、災害情報を確実に入手することができるよう、情報伝達力の強

化を図ります。 

◎中小企業が実施する、災害等による損害を最小限にとどめるための取組みを支援

します。 
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○災害時に防災リーダーや自主防災組織が連携して、効果的な救援活動を行うことができ

るよう、地域の災害対策を担う人材の育成・交流を促進します。 

◆避難行動要支援者への支援体制づくり 

 ○災害時において地域の住民が協力して、要介護者や障がい者などの避難行動要支援者

に対する避難誘導や安否確認等の支援活動をスムーズに行えるよう、日ごろからの見

守り体制を整備し、災害時の体制づくりを行います。 

◆外国人のための災害対策の充実 

 ○外国人市民や外国人旅行者に向け、「やさしい日本語」や多言語による防災情報提供

に努め、災害発生時における支援対策を行います。 

◆地域活動拠点の整備 

○災害時に市民がより迅速に避難できる場所を確保するとともに、地域による「互助」「共

助」活動を促進するため、地域活動拠点の整備を推進します。 

◆災害情報伝達力の強化 

○災害情報を確実に市民に届けるため、いずみメールの普及やＳＮＳの活用に取り組むほ

か、さらなる情報伝達力の強化に取り組みます。 

◆災害等に強い地域経済基盤の形成 

○災害時の経営環境の急激な悪化や事業の中断等を防ぐため、中小企業のＢＣＰ（事業継

続計画）策定を支援します。 

 

＜ＫＰＩ（重要業績評価指標）＞ 

指   標 
基準値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

防災訓練の年間実施回数 26 回 44 回 

支援者が避難行動要支援者名簿を活用して活動

を行っている割合 
30.7% 35.0% 

外国人市民向け防災講座年間受講者数 - 30 人 

地域活動拠点の登録箇所数 - 60 箇所 

戸別受信機の設置台数 169 台 1,044 台 

中小企業ＢＣＰ策定支援事業補助金の年間交付

件数 
- 5 件 
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 【基本目標Ⅷ】 みんなで取り組む連携・協働のまちづくり  

（数値目標） 

指  標 基準値（令和元年度） 数値目標（令和７年度） 

町会連合会組織への加入率 55.4% 60.0% 

町会・自治会や近隣住民と十分に

コミュニケーションが取れてい

ると思う市民の割合 

44.0% 50.0% 

 

基本的方向（１） コミュニティの活性化と担い手の育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜具体的な取組み＞ 

◆市民交流の促進 

○町会・自治会や民生委員・児童委員など地域を構成する様々な活動組織・団体による地

域活動を支援するとともに、地域における関係団体の連携の強化を図ります。 

◆市民活動の活性化支援 

○地域の課題解決等に取り組む市民活動団体に対し、団体規模等に関係なく活動の継続を

支援することができる助成制度を整備し、市民活動のさらなる活性化を図ります。 

○市民活動センター（アイ・あいロビー）を核として、NPO、市民活動団体等の育成や市

民の市民活動への参加促進等の事業を実施します。 

◆コミュニティの維持及び活性化の推進 

○空家等の利活用の促進を図るため、空家バンクの周知や民間団体との連携による流通促

進等に取り組み、コミュニティの活性化につなげます。 

○市街化調整区域において、市街化を抑制する方向性を基本としつつ、人口減少下におけ

る集落機能を維持するため、Ｕ・Ｉターンや田舎暮らし希望者等の誘致施策や独自の開

発許可制度の運用に取り組みます。 

 

＜施策の方針＞ 

◎地域づくりの柱となる地域コミュニティの活動を支援し、他団体との連携や市民

相互の交流を図ります。 

◎住民同士のつながりを強化することにより、構成員の増加や役員の担い手育成に

向けた支援を行います。 

◎協働の担い手となる団体の育成を行い、市民活動の支援を行います。 

◎市域全体で、空家等の利活用の促進を図るほか、市街化調整区域においては、集

落機能を維持するための施策実施や制度運用により、コミュニティの維持・活性

化を図ります。 
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＜ＫＰＩ（重要業績評価指標）＞ 

指   標 
基準値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

市民ラウンドテーブルにおける年間延べ参加

人数 
120 人 240 人 

市民活動支援制度年間支援団体数 37 団体 62 団体 

ボランティア年間需給調整数 250 件 300 件 

 

 

 【基本目標Ⅸ】 既存ストックの適正管理の促進  

 

基本的方向（１） 既存ストックの適正管理の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜具体的な取組み＞ 

◆既存施設の長寿命化の促進 

○公共施設について、計画的な予防保全（点検、補修、補強等）を促進し、長寿命化及び

ライフサイクルコストの平準化を図ります。 

○道路橋長寿命化修繕計画や道路舗装修繕計画に基づき、道路構造物の補修等の長寿命化

に向けた取組みを推進します。 

○市営住宅長寿命化計画に基づき、市営住宅の計画的な集約化と建替えを推進します。 

◆資産保有の最適化 

○社会情勢や多様化する市民ニーズに的確に対応できる公共施設の有効利用を実現する

ため、富秋中学校区等における公共施設の再編をはじめ、市が保有する施設の機能転

換・再編成・廃止等について検討・実施します。 

  

＜施策の方針＞ 

◎公共施設や道路構造物の維持管理について、コスト縮減に努めるとともに、効率

的で効果的な施設の維持管理を行うため、損傷が大きくなる前に予防的な対策を

計画的に推進します。 

◎少子高齢化社会の進行に伴う市民のニーズや利用需要の変化に適応した公共施

設等の適正配置を推進します。 
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＜ＫＰＩ（重要業績評価指標）＞ 

指   標 
基準値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

道路橋の延べ修繕補修橋梁数（令和 3 年度～

令和 7年度） 
- 8 橋 

道路の延べ舗装修繕補修区間数（令和 3 年度

～令和 7 年度） 
- 10 区間 

未利用地の売却率（令和3 年度～令和７年度） - 100.0% 

市営住宅長寿命化計画に基づく、建替え戸数

（令和 3 年度～令和７年度） 
- 

346 戸 

（170 戸に集約） 

 

（策定沿革） 

令和●年●月  策定 


